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新旧対照表 

○農地転用関係事務指針 

 

新 旧 

  

第１ 農地転用について 第１ 農地転用について 

 １・２ 略  １・２ 略 

 ３ 転用許可が不要となる場合（法第４条第１項、則第２９条各号、法第５

条第１項、則第５３条各号） 

 ３ 転用許可が不要となる場合（法第４条第１項、則第２９条各号、法第５

条第１項、則第５３条各号） 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

 (6) 市町村が、農業経営基盤強化促進法第１９条第１項に規定する地域計画

に認定農業者が設置しようとする農業用施設を記載する場合において、当

該認定農業者がその農地を当該農業用施設に供する場合（則第２９条第４

号及び第５３条第４号）。 

 （新設） 

 (7) 土地改良法に基づく土地改良事業により農地を転用する場合（則第２９

条第５号及び第５３条第５号）。 

 (6) 土地改良法に基づく土地改良事業により農地を転用する場合（則第２９

条第４号及び第５３条第４号）。 

 (8) 土地区画整理法に基づく土地区画整理事業若しくは土地区画整理法施

行法に基づく土地区画整理の施行により道路、公園等公共施設を建設する

ため、又はその建設に伴い転用される宅地の代地として転用する場合（則

第２９条第６号）。 

 (7) 土地区画整理事業の施行により道路、公園等公共施設を建設するために

転用する場合（則第２９条第５号）。 

 (9) 市町村、一部事務組合等が、土地収用法第３条各号に係る施設（学校、

社会福祉施設、病院、庁舎等を除く）の敷地に供するため、その行政区域

内の農地を転用する場合（則第２９条第７号及び第５３条第６号）。なお、

あらかじめ許可権者に、事前の相談を行うことが望ましい(農地法関係事

務処理要領 第４の６(3)カ参照）。  

 (8) 市町村、一部事務組合等が、土地収用法第３条各号に係る施設（学校、

社会福祉施設、病院、庁舎等を除く）の敷地に供するため、その行政区域

内の農地を転用する場合（則第２９条第６号及び第５３条第５号）。なお、

あらかじめ許可権者に、事前の相談を行うことが望ましい(農地法関係事

務処理要領 第４の６(3)カ参照）。 

 (10) 東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、地方道路公社、独

立行政法人水資源機構、成田国際空港株式会社等がその業務として、道

路・水路・空港等の施設の敷地に供するため農地を転用する場合（則第２

９条第８号・第９号・第１１号及び第５３条第７号・第８号・第１０号）。

 (9) 東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、地方道路公社、独立

行政法人水資源機構、成田国際空港株式会社等がその業務として、道路・

水路・空港等の施設の敷地に供するため農地を転用する場合（則第２９条

第７号・第８号・第１０号及び第５３条第６号・第７号・第９号）。 

 (11) 地方公共団体が文化財保護法第９９条第１項の規定による土地の発掘

を行うため農地を一時的に転用する場合（則第２９条第２１号及び第５

３条第２０号） 

 〔注〕 略 

 (10) 地方公共団体が文化財保護法第９９条第１項の規定による土地の発掘

を行うため農地を一時的に農地以外のものにする場合（則第２９条第２

０号及び第５３条第１９号） 

 〔注〕 略 

 ４ 略  ４ 略 
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第２ 農地転用許可について 第２ 農地転用許可について 

 １ 許可申請  １ 許可申請 

(1) 許可申請者 (1) 許可申請者 

    ア 略     ア 略 

  イ 法第５条の許可申請者‥‥‥‥農地や採草放牧地の所有者等（譲渡人

等）と、農地等を転用するために所有権等の権利を取得しようとする者

（譲受人等）。 

    申請は、両者の連名による共同申請となるが、次の場合は、許可を受

けようとする者が単独で申請できる（則第１０条第１項及び第５７条の

４第１項）。 

  イ 法第５条の許可申請者‥‥‥‥農地や採草放牧地の所有者等（譲渡人

等）と、農地等を転用するために所有権等の権利を取得しようとする者

（譲受人等）。 

    申請は、両者の連名による共同申請となるが、次の場合は、許可を受

けようとする者が単独で申請できる（則第１０条第１項及び第５７条の

２第１項）。 

   ①・② 略    ①・② 略 

   ③ 民事調停法による調停の成立、家事事件手続法による審判の確定や

調停の成立による場合。 

   ③ 民事調停法による調停の成立、家事審判法による審判の確定や調停

の成立による場合。 

また、５条申請において、権利の取得が共有である場合は、各譲受人

の持分を記載させるものとする。 

また、５条申請において、権利の取得が共有である場合は、各譲受人

の持分を記載させるものとする。 

  ［注］ 略   ［注］ 略 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

(4) 許可申請書類 (4) 許可申請書類 

ア 略 ア 略 

  イ 添付書類（証明書類は、申請前３か月以内のものとする。） 

    法定添付書類は必須、それ以外の書類については許可権者が必要と判

断した場合に添付 

  イ 添付書類（証明書類は、申請前３か月以内のものとする。） 

    法定添付書類は必須、それ以外の書類については許可権者が必要と判

断した場合に添付 

① 一般（共通） ① 一般（共通） 

 書類の内容 書類の種類 備考   書類の内容 書類の種類 備考  

 略 略 略   略 略 略  

 ７ その他 略 略   ７ その他 略 略  

  
４ 農地復元誓約書 

（様式第２１号の

２） 

一時転用の場合（営農型太陽

光発電を目的とした一時転用

及び利用状況確認のための一

時転用を除く。） 

   
４ 農地復元誓約書 

（様式第２１号の

２） 

一時転用の場合（利用状況確認

のための一時転用を除く。） 

 

  略 略    略 略  

② 用途別 ② 用途別 
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 書類の内容 書類の種類 備考   書類の内容 書類の種類 備考  

 略 略 略   略 略 略  

 10 太陽光発電

設備 

略 略   10 太陽光発電

設備 

略 略  

  営農型太

陽光発電

の場合の

追加書類 

５ 営農型太陽光発

電設備その他営農

型太陽光発電の実

施に必要な設備に

係る設計図 

ソーラーパネルの枚数や大き

さ、支柱の構造・高さ・本数

及びパネルの間隔を明記 

   営農型太

陽光発電

の場合の

追加書類 

５ 営農型発電設備

の設計図 

ソーラーパネルの枚数や大き

さ、支柱の構造・高さ・本数及

びパネルの間隔を明記 

 

   ６ 営農型太陽光発

電設備の下部の農

地における営農計

画書 

「「営農型太陽光発電に係る

農地転用許可制度上の取扱い

に関するガイドライン」の制

定について」（令和６年３月

２５日付け５農振第２８２５

号農村振興局長通知）の（別

添）「営農型太陽光発電に係

る農地転用許可制度上の取扱

いに関するガイドライン」（以

下「営農型太陽光発電ガイド

ライン」という。）別紙様式

例第１号 

    ６ 下部の農地にお

ける営農計画書及

び当該農地におけ

る営農への影響の

見込み書 

農林水産省が作成・公表してい

る「営農型発電設備の実務用Ｑ

＆Ａ」別紙様式例第３号 

 

   ７ 営農型太陽光発

電設備の設置によ

る下部の農地にお

ける営農への影響

の見込み 

「営農型太陽光発電ガイドラ

イン」別紙様式例第２号に、

同様式の（添付資料）に記載

された資料を添付 

    ７ 支柱を含む設備

の撤去費用の負担

者及び概算額がわ

かる書類 

申請者本人からの申出書、関係

者間での取決書、撤去費用の見

積書及び撤去費用の資金証明等 

 

   ８ 営農型太陽光発

電設備の撤去費用

を負担することの

誓約書 

「営農型太陽光発電ガイドラ

イン」別紙様式例第５号 

    （新設） （新設）  

   ９ 下部農地の栽培

実績書及び収支報

告書の提出に係る

「営農型太陽光発電ガイドラ

イン」別紙様式例第６号 

    （新設） （新設）  
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誓約書 

 ２ 農業委員会の処理（移譲市以外）  ２ 農業委員会の処理（移譲市以外） 

  ア 受付時の確認事項   ア 受付時の確認事項 

    申請が到達したときは遅滞なく審査を開始しなければならないことか

ら（行政手続法第７条）、到達した申請は速やかに収受手続を取り、次

の①から④について遅滞なく確認する。（注１） 

なお、申請書の提出は、申請者本人又は申請者から委任された代理人

のみとする。 

    次の①から④について遅滞なく確認し、受け付けるかどうかを判断す

る。 

なお、申請書の提出は、申請者本人又は申請者から委任された代理人

のみとする。 

   ①～④ 略    ①～④ 略 

  ［注１］書類の不備等があった際における申請の取下げや申請内容の変更

を求める等の行政指導を妨げるものではないので、相手方が行政指

導に協力して申請書を自らの意思として持ち帰った場合は、申請の

到着には当たらない。 

  （新設） 

  ［注２］ 略   ［注１］ 略 

［注３］ 略 ［注２］ 略 

［注４］ 略 ［注３］ 略 

  イ～エ 略   イ～エ 略 

 ３ 知事の処理  ３ 知事の処理 

(1) 農業事務所における処理 (1) 農業事務所における処理 

農業委員会から申請書が送付されたときは、受付簿（様式第６６号）に

記載し、次により処理するものとする。 

農業委員会から申請書が送付されたときは、受付簿（様式第６６号）に

記載し、次により処理するものとする。 

    ア 農業事務所審査分の処理     ア 農業事務所審査分の処理 

   ① 農業委員会の意見書・添付書類等により申請の内容を審査し、必要

に応じて実地調査を行い、許可・不許可相当・却下相当を決定する。 

   ① 農業委員会の意見書・添付書類等により申請の内容を審査し、必要

に応じて実地調査や面接調査を行い、許可・不許可相当・却下相当を

決定する。 

   ②～④ 略    ②～④ 略 

  イ 略   イ 略 

(2) 農地・農村振興課における処理 (2) 農地・農村振興課における処理 

申請書を受け付けたときは、次により処理するものとする。 申請書を受け付けたときは、次により処理するものとする。 

① 農業委員会の意見書・添付書類等により申請の内容を審査し、必要に

応じて実地調査を行い、許可・不許可・却下相当を決定する。 

① 農業委員会の意見書・添付書類等により申請の内容を審査し、必要

に応じて実地調査や面接調査を行い、許可・不許可・却下相当を決定

する。 

  ②～⑤ 略    ②～⑤ 略 
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 主な他法令関係（２ア〔注４〕参照）  主な他法令関係（２ア〔注３〕参照） 

 事業の種類 法令名 許認可機関・部署   事業の種類 法令名 許認可機関・部署  

 開発行為 都市計画法 県宅地安全課、県土木事務

所、事務処理市 

  開発行為 都市計画法 県都市計画課、県土木事務

所、事務処理市 

 

  県宅地開発条例 県宅地安全課、県土木事務所   県宅地開発条例 県都市計画課、県土木事務所 

 略 略 略   略 略 略  

 埋立て行為 略 略   埋立て行為 略 略  

 特定再生資源屋外保管

業 

県金属スクラップヤ

ード等規制条例 

県ヤード・残土対策課   （新設） （新設） （新設）  

  市金属スクラップヤ

ード等規制条例 

市町村    

 特定盛土等又は土砂の

堆積 

宅地造成及び特定盛

土等規制法 

県宅地安全課、県地域振興事

務所、政令・中核市 

  （新設） （新設） （新設）  

 土砂等の採取 砂利採取法、県土採取

条例、採石法 

県産業振興課、県地域振興事

務所 

  土砂等の採取 砂利採取法、県土採取

条例、採石法 

県産業振興課、県地域振興事

務所 

 

 略 略 略   略 略 略  

４ 農地転用許可基準  ４ 農地転用許可基準 

(1) 略 (1) 略 

(2) 立地基準 (2) 立地基準 

    ア 農地の区分     ア 農地の区分 

＜概要＞・＜農地区分の判定の順序＞ 略 ＜概要＞・＜農地区分の判定の順序＞ 略 

＜農地区分ごとの該当要件＞ ＜農地区分ごとの該当要件＞ 

   ① 略    ① 略 

   ② 第１種農地    ② 第１種農地 

    ⓐ 略     ⓐ 略 

    ⓑ 土地改良事業等の施行に係る区域内にある農地（令第５条第２号

及び第１２条第２号） 

    ⓑ 土地改良事業等の施行に係る区域内にある農地（令第５条第２号

及び第１２条第２号） 

     （ア） 略      （ア） 略 

     （イ） 次のいずれかに該当する事業であること。（則第４０条第

２号） 

     （イ） 次のいずれかに該当する事業であること。（則第４０条第

２号） 

       ａ～c 略        ａ～c 略 

ｄ 株式会社日本政策金融公庫や沖縄振興開発金融公庫から資

金の貸付けを受けて行う事業（ｃに掲げる事業を除く。） 

ｄ 株式会社日本政策金融公庫から資金の貸付けを受けて行う

事業（ｃに掲げる事業を除く。） 
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    Ⓒ 略     Ⓒ 略 

   ③ 甲種農地    ③ 甲種農地 

    ⓐ 略     ⓐ 略 

ⓑ 特定土地改良事業等の施行区域内にある農地のうち、工事完了の

翌年度から起算して８年を経過していないもの（施行中のものも含

む）｡ この場合の特定土地改良事業等は、農地開発や農地改良に係

るいわゆる面的整備事業で次の（ア）（イ）に適合するものに限ら

れる。(令第６条第２号及び第１３条第２号） 

    ⓑ 特定土地改良事業等の施行区域内にある農地のうち、工事完了の

翌年度から起算して８年を経過していないもの（施行中のものも含

む）｡ この場合の特定土地改良事業等は、農地開発や農地改良に係

るいわゆる面的整備事業で次の（ア）（イ）に適合するものに限ら

れる。(令第６条第２号及び第１３条第２号） 

     （ア） 略      （ア） 略 

     （イ） 次のいずれかに該当する事業であること。（則第４２条第

２号） 

     （イ） 次のいずれかに該当する事業であること。（則第４２条第

２号） 

       ａ・b 略        ａ・b 略 

なお、市街化調整区域は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、

市街化を抑制すべき地域として定められたものであり、そこにおけ

る優良農地は極力保存しなければならないことから、甲種農地に該

当する農地は、第３種農地又は第２種農地の要件に該当する場合で

あっても、甲種農地として扱うこととされている。（法第４条第６

項第１号ロ括弧書及び第５条第２項第１号ロ括弧書） 

なお、市街化調整区域は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、

市街化を抑制すべき地域として定められたものであり、そこにおけ

る優良農地は極力保存しなければならないことから、甲種農地に該

当する農地は、第３種農地又は第２種農地の要件に該当する場合で

あっても、甲種農地として扱うこととされている。（法第４条第６

項第１号ロ括弧書） 

   ④ 略    ④ 略 

   ⑤ 第２種農地    ⑤ 第２種農地 

 (ａ） 農用地区域内にある農地以外の農地であって、市街地化が見込ま

れる区域内にある農地のうち、次に掲げる区域内にあるもの｡（法第

４条第６項第１号ロ(2)及び第５条第２項第１号ロ(2)） 

 (ａ） 農用地区域内にある農地以外の農地であって、市街地化が見込ま

れる区域内にある農地のうち、次に掲げる区域内にあるもの｡（法第

４条第６項第１号ロ(2)及び第５条第２項第１号ロ(2)） 

    ⓐ 道路、下水道等の公共施設や鉄道駅等の公益的施設の整備の状況

からみて、第３種農地の場合における公共施設等の整備状況と同程

度となることが見込まれる区域として次に掲げるもの（令第８条第

１号） 

    ⓐ 道路、下水道等の公共施設や鉄道駅等の公益的施設の整備の状況

からみて、第３種農地の場合における公共施設等の整備状況と同程

度となることが見込まれる区域として次に掲げるもの（令第８条） 

（ア）・（イ） 略 （ア）・（イ） 略 

    ⓑ 略     ⓑ 略 

   (ｂ） 略    (ｂ） 略 

    イ 農地の区分に応じた許可基準     イ 農地の区分に応じた許可基準 

   ① 略    ① 略 

   ② 第１種農地    ② 第１種農地 
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    ⓐ～ⓔ 略     ⓐ～ⓔ 略 

    ⓕ 隣接地と一体で同一事業を行うために農地転用を行う場合で、事

業目的達成のために農地転用が必要と認められ、かつ、開発面積に

占める第１種農地、甲種農地の割合が次のいずれの基準をも満たし

ている場合。（令第４条第１項第２号ニ及び第１１条第１項第２号

ニ、則第３６条及び第５４条） 

    ⓕ 隣接地と一体で同一事業を行うために農地転用を行う場合で、事

業目的達成のために農地転用が必要と認められ、かつ、開発面積に

占める第１種農地、甲種農地の割合が次のいずれの基準をも満たし

ている場合。（令第４条第１項第２号ニ及び第１１条第１項第２号

ニ、則第３６条） 

（ア）・（イ） 略 （ア）・（イ） 略 

    ⓖ 公益性が高いと認められる事業で、次のいずれかに該当するもの

に関する事業の用に供するために行われる場合｡（令第４条第１項第

２号ホ及び第１１条第１項第２号ホ） 

    ⓖ 公益性が高いと認められる事業で、次のいずれかに該当するもの

に関する事業の用に供するために行われる場合｡（令第４条第１項第

２号ホ及び第１１条第１項第２号ホ） 

（ア）～（シ） 略 （ア）～（シ） 略 

    （ス） 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づいて行われる再生

可能エネルギー発電設備の整備で、一定の要件に該当するもの

（則第３７条第１４号） 

    （新設） 

    （セ） 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関

する法律に基づいて行われる、定住等及び地域間交流の促進に

資する、農用地の管理等に関する事業（則第３７条第１５号） 

    （新設） 

    ⓗ 略     ⓗ 略 

    ○ｉ  市町村農業振興地域整備計画や、同計画に沿って農地の効率利用

を図る観点から市町村が策定する計画に従って施設整備を行う場合

（令第４条第1項第２号ヘ(6)及び第１１条第１項第２号本文、則第

３８条及び第３９条） 

    ○ｉ  市町村農業振興地域整備計画や、同計画に沿って農地の効率利用

を図る観点から市町村が策定する計画に従って施設整備を行う場合

（令第４条第1項第２号ヘ(5)及び第１１条第１項第２号本文、則第

３８条及び第３９条） 

   ③ 甲種農地    ③ 甲種農地 

 第１種農地の例外許可事由 甲種農地の例外許可事由   第１種農地の例外許可事由 甲種農地の例外許可事由  

 略 略   略 略  

 ２ⓓ〔市街地での設置が困難・不

適当な施設〕 

   ２ⓓ〔市街地での設置が困難・不

適当な施設〕 

  

 ２ⓔ（ア）～（オ）〔調査研究、

資源採取、養殖用施設、国県道の

沿道等に設置される流通業務施

設等、１／２を超えない既存施設

の拡張〕 

左に同じ（令第４条第1項第２号

ハ及び第１１条第１項第２号ハ、

則第３５条第１号から第５号ま

で) 

  ２ⓔ（ア）～（オ）〔調査研究、

資源採取、養殖用施設、国県道の

沿道等に設置される流通業務施

設等、１／２を超えない既存施設

の拡張〕 

左に同じ（令第４条第1項第２号

ハ及び第１１条第１項第２号ハ、

則第３５条第６号括弧書) 
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 ２ⓔ（カ）〔第１種農地で転用可

能な事業に不可欠な通路等〕 

   ２ⓔ（カ）〔第１種農地で転用可

能な事業に不可欠な通路等〕 

  

 ２ⓕ〔開発面積に占める第１種農

地の割合が１／３以下、甲種農地

の割合が１／５以下〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ニ及び第１１条第１項第２号ニ、

則第３６条及び５４条） 

  ２ⓕ〔開発面積に占める第１種農

地の割合が１／３以下、甲種農地

の割合が１／５以下〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ニ及び第１１条第１項第２号ニ、

則第３６条） 

 

 ②ⓖ（イ）（エ）（オ）、（ク）

～（コ）〔森林造成、災害応急措

置、土地改良非農用地、集落施設

整備、優良田園住宅建設、土壌汚

染に伴う農地転用〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ホ及び第１１条第１項第２号ホ、

則第３７条） 

  ②ⓖ（イ）（エ）（オ）、（ク）

～（コ）〔森林造成、災害応急措

置、土地改良非農用地、集落施設

整備、優良田園住宅建設、土壌汚

染に伴う農地転用〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ホ及び第１１条第１項第２号ホ、

則第３７条） 

 

 ②ⓖ（ア）（ウ）（カ）（キ）、

（サ）～（セ）〔収用対象事業、

急傾斜地崩壊防止工事、工場立地

法による工場設置、中小機構によ

る工場用地造成等〕 

   ②ⓖ（ア）（ウ）（カ）（キ）〔収

用対象事業、急傾斜地崩壊防止工

事、工場立地法による工場設置、

中小機構による工場用地造成〕 

  

 ②ⓗ〔地域整備法に基づく開発計

画に係る農地転用〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ヘ(1)～(5) 及び第１１条第１項

第２号本文） 

  ②ⓗ〔地域整備法に基づく開発計

画に係る農地転用〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ヘ(1)～(5) 及び第１１条第１項

第２号本文） 

 

 ②ⓘ〔市町村の農地効率化計画に

基づく施設整備〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ヘ(6)及び第１１条第１項第２号

本文、則第３８条及び第３９条）

  ②ⓘ〔市町村の農地効率化計画に

基づく施設整備〕 

左に同じ（令第４条第１項第２号

ヘ(5)及び第１１条第１項第２号

本文、則第３８条及び第３９条）

 

   ④・⑤ 略    ④・⑤ 略 

(3) 一般基準 (3) 一般基準 

 審査事項    審査事項  

 ア・イ 略 略   ア・イ 略 略 

 ウ 地域における農地の農業上の効率的かつ総合的な

利用の確保への支障 
略 

  ウ 地域における農地の農業上の効率的かつ総合的な

利用の確保への支障 
略 

 ① 農業経営基盤強化促進法第１９条第７項の規定

による地域計画の案の公告があってから同条第８

項の規定による地域計画の公告があるまでの間に

おいて、当該地域計画の案に係る農地を転用する

ことにより、当該地域計画に基づく農地の効率的

かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがあると

   ① 農業経営基盤強化促進法第１９条第７項の規定

による地域計画の案の公告があってから同条第８

項の規定による地域計画の公告があるまでの間に

おいて、当該地域計画の案に係る農地を転用する

ことにより、当該地域計画に基づく農地の効率的

かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがあると
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認められる場合（則第４７条の３第１号及び第５

７条の３第１号） 

認められる場合（則第４７条の３第１号） 

 ② 地域計画に係る農地を農地以外のものにするこ

とにより、当該地域計画の達成に支障を及ぼすお

それがあると認められる場合（則第４７条の３第

２号及び第５７条の３第２号） 

［注］農業経営基盤強化促進法第１９条第８項の規

定により地域計画の変更公告をするまでは、当該

農地に係る農地転用の許可申請をすることはでき

ない（農地転用許可に係る事前相談を受けること

は可能）。 

   ② 地域計画に係る農地を農地以外のものにするこ

とにより、当該地域計画の達成に支障を及ぼすお

それがあると認められる場合（則第４７条の３第

２号） 

 

   ③ 農用地区域を定めるための農業振興地域の整備

に関する法律第１１条第１項の規定による公告が

あってから同法第１２条第１項（同法第１３条第４

項において準用する場合を含む。）の規定による公

告があるまでの間において、同法第１１条第１項の

規定による公告に係る同法第８条第１項に規定す

る市町村農業振興地域整備計画の案に係る農地（農

用地区域として定める区域内にあるものに限る。）

を転用することにより、当該計画に基づく農地の農

業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生

ずるおそれがあると認められる場合（則第４７条の

３第３号及び第５７条の３第３号） 

    ③ 農用地区域を定めるための農業振興地域の整備

に関する法律第１１条第１項の規定による公告が

あってから同法第１２条第１項（同法第１３条第４

項において準用する場合を含む。）の規定による公

告があるまでの間において、同法第１１条第１項の

規定による公告に係る同法第８条第１項に規定す

る市町村農業振興地域整備計画の案に係る農地（農

用地区域として定める区域内にあるものに限る。）

を転用することにより、当該計画に基づく農地の農

業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生

ずるおそれがあると認められる場合（則第４７条の

３第３号） 

 

 エ 一時転用（農地造成の場合は、５参照）    エ 一時転用（農地造成の場合は、５参照）  

   ① 略     ① 略  

   ② 事業の完了後にその土地が農地（採草放牧地の場

合には採草放牧地）に復元され、耕作の目的に供さ

れることが確実と認められない場合。（法第４条第

６項第６号及び第５条第２項第７号） 

農地復元誓

約書（営農

型太陽光発

電を目的と

した一時転

用の場合を

除く）、転

用許可後の

   ② 事業の完了後にその土地が農地（採草放牧地の場

合には採草放牧地）に復元され、耕作の目的に供さ

れることが確実と認められない場合。（法第４条第

６項第６号及び第５条第２項第６号） 

農地復元

誓約書、転

用許可後

の工事進

捗状況報

告につい

て、事業経

歴書等 
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工事進捗状

況報告につ

いて、事業

経歴書等 

   ③ 一時転用を行うために所有権を取得しようとす

る場合。（法第５条第２項第６号） 

  略    ③ 一時転用を行うために所有権を取得しようとす

る場合。（法第５条第２項第５号） 

略 

  ④ 略     ④ 略  

 オ～キ 略    オ～キ 略  

(4) 転用目的別の許可基準 略 (4) 転用目的別の許可基準 略 

 ５・６ 略  ５・６ 略 

 ７ 土地区画整理事業の施行に伴う農地転用の取扱い  ７ 土地区画整理事業の施行に伴う農地転用の取扱い 

(1) 土地区画整理事業と農地転用  (1) 土地区画整理事業と農地転用  

土地区画整理事業の施行により農地に区画形質の変更（切土、盛土等）

を加える場合には、農地転用の許可が必要であるが、以下に該当する場合

は許可が不要とされている。 

土地区画整理事業の施行により農地に区画形質の変更（切土、盛土等）

を加える場合には、農地転用の許可が必要であるが、以下に該当する場合

は許可が不要とされている。 

    ア 略     ア 略 

  イ 土地区画整理法に基づく土地区画整理事業若しくは土地区画整理法施

行法に基づく土地区画整理の施行により道路、公園等公共施設を建設す

るため、又はその建設に伴い転用される宅地の代地として転用する場合

（則第２９条第６号） 

  イ 土地区画整理事業の施行により道路、公園等の公共施設を建設するた

め転用する場合（則第２９条第５号） 

  ウ 市町村、独立行政法人都市再生機構等が市街化区域内にある農地を転

用する場合（則第２９条第１５号及び第５３条第１３号） 

  ウ 市町村、独立行政法人都市再生機構等が市街化区域内にある農地を転

用する場合（則第２９条第１４号、則第５３条第１２号） 

  エ 略   エ 略 

(2)～(4) 略 (2)～(4) 略 

 ８ 太陽光発電設備の設置に係る農地転用の取扱い  ８ 太陽光発電設備の設置に係る農地転用の取扱い 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 営農型太陽光発電の取扱い (3) 営農型太陽光発電の取扱い 

営農型太陽光発電については、一時転用扱いとし、「営農型太陽光発電ガ

イドライン」及び農林水産省が作成・公表している「営農型太陽光発電の実

務用Ｑ＆Ａ」に基づいて審査等を行うものとする。 

なお、「「営農型太陽光発電に係る農地転用許可制度上の取扱いに関す

るガイドライン」の制定について」附則第３項及び第４項の規定により、

経過措置が設けられていることについて留意すること。 

営農型太陽光発電については、一時転用扱いとし、平成３０年５月１５

日付け農林水産省農村振興局長通知「支柱を立てて営農を継続する太陽光発

電設備等についての農地転用許可制度上の取扱いについて」（３０農振第７

８号）及び農林水産省が作成・公表している「営農型発電設備の実務用Ｑ＆

Ａ」に基づいて審査等を行うものとする。 
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 ９～１１ 略  ９～１１ 略 

 １２ 転用許可後の転用事業の促進措置  １２ 転用許可後の転用事業の促進措置 

(1)  工事の進捗状況の把握及び完了の報告 (1)  工事の進捗状況の把握及び完了の報告 

許可を受けた者は、許可後３か月目、及び、その後１年ごとに工事が

完了するまでの間、工事の進捗状況を報告し、許可に係る工事が完了し

たときは、遅滞なく、その旨を報告する必要がある。（許可条件）。 

   許可を受けた者は、許可後３か月目、及び、その後１年ごとに工事が

完了するまでの間、工事の進捗状況の報告を行う必要がある（許可条件）。

(2)～(4) 略 (2)～(4) 略 

  

第３～８ 略 第３～８ 略 

  

第９ 農地の違反転用の処理 第９ 農地の違反転用の処理 

 １～３ 略  １～３ 略 

 ４ その他  ４ その他 

   違反転用者が前記３の(4)による法第５１条の規定による処分に従わな

い場合には、次の手続により強制的な原状回復等を行うことによって、違

反状態の解消に努め、農地法の厳正な励行を期するものとする。 

   違反転用者が前記３の(4)による法第５１条の規定による処分に従わな

い場合には、次の手続により強制的な原状回復等を行うことによって、違

反状態の解消に努め、農地法の厳正な励行を期するものとする。 

(1) 公表 （新設） 

法第５１条の規定による原状回復等の措置に従わない場合、その旨及び

当該命令に係る土地の地番等を公表する（法第５１条第３項）。 

 

 (2)  行政代執行  (1)  行政代執行 

行政代執行法の手続により、法第５１条の規定による原状回復等の措置

の内容を違反転用者に代わって実現し、その費用は違反転用者から取立て

を行う（法第５１条第４項から第６項まで）。 

行政代執行法の手続により、法第５１条の規定による処分の内容を違

反転用者に代わって実現し、その費用は違反転用者から取立てを行う。 

  (3) 告発   (2) 告発 

 違反転用処理フロー 略  違反転用処理フロー 略 

  

第１０・第１１ 略 第１０・第１１ 略 

  

 


